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１．研究の背景・目的 
企業の社会的責任（CSR：Corporate 

Social Responsibility）において、その中心
となるのは「トリプル・ボトム・ライン」

である。これは、経済・社会・環境の三側

面のバランスをうまくとりつつ事業活動を

遂行していくという考え方である。本研究

では、このトリプル・ボトム・ラインの中

で、環境に焦点を絞る。 
日本企業では、経営戦略の一つとして環

境が注目されている。環境への取り組みが

社会的に求められ、それに応えることは社

会的価値がある。そして、そのような製品

やサービスを提供する企業に対する評価が

高まり、企業にとっても価値をもたらすと

考えられている。しかし、環境への取り組

みが価値を生むということに期待があるも

のの、現実にそれが事業として価値を生む

かどうかはまだ不確実である。そこで、環

境への取り組みに対し、隠れた価値がない

かということに興味の対象がある。 
日本企業が取り組む環境問題の中に、グ

ローバルな問題として地球温暖化があり、

この問題に対し、京都議定書がある。これ

には、京都メカニズムと呼ばれる経済的メ

カニズムがある。この中で、JIと CDMに
おいては、産業界の生産技術や製品技術は

カウントされていない。 
一般に、環境投資は莫大な費用を要する。

産業によっては、設備投資などのコストが

重なり、価格競争で国際的に不利になる。

環境で努力している企業には、それなりの

利点を与え、インセンティブが働くように

するべきである。 
そこで、本研究では、JIや CDMにおい
て、日本産業の生産技術や製品技術による

海外の二酸化炭素排出削減がカウントされ

るようなシナリオを作成し、その排出削減

量はどれくらいのものであるのかを調べ、

その量に対する考察を行う。 
 
２．研究方法 
１）海外の産業とのエネルギー効率の差か

ら、日本が海外において貢献している二酸

化炭素排出削減量を試算し、既存の CDM
や JIのプロジェクトと比較する。 
２）得られた排出削減量に対し、産業ごと

に各経済指標との関係を考察し、さらなる

排出削減ポテンシャルの所在を探る。 
 



３．結果・考察 
１）日本産業の海外における経済活動によ

り、表 1 のような二酸化炭素排出削減量が
ある。既存の CDMや JIプロジェクトの削
減量は年間 500 トン～1,011 万トンといっ
た幅で、合計 4,758 万トンになり、どの業
界の削減量もこれらのプロジェクトに匹敵

する。 
特に、製品の使用段階における削減量は

大きく、CDMや JIの全プロジェクトにお
ける削減量の合計に及ぶ、あるいは超える

ようなものもある。 
２）経済指標との関係性からは、自動車や

電機といった業界では生産高、二酸化炭素

排出削減量ともに高い数値にあり、経済性

および環境性の両面で大きな貢献をもたら

している。また、この理想的な状態に対し、

鉄鋼においては生産性の向上、化学におい

てはエネルギー効率の改善、製紙や非鉄金

属では生産性とエネルギー効率の両方、と

いった改善点が必要であると考えられた。 
また、省エネ製品は経済成長に伴い排出

削減量も大幅に増える。図 1 のように、製
品が使用される期間、排出削減効果は持続

し、数年後には、累積された排出削減量の

追加が期待できる。 
省エネ製品が長期間にわたって使用され

ることにより、排出削減効果は持続するが、

その逆のこともいえる。すなわち、高効率

の日本製品のシェアが奪われることによっ

て、排出量が増大し続ける結果につながる。 
日本の省エネ製品を普及させることによ

り、二酸化炭素排出削減量は大幅に増加す

るが、低価格の他国メーカーに押されてい

るのも事実である。故に、価格競争で負け

ないことが重要である。 

表 1 各産業の二酸化炭素排出削減量 

 業界（製品） 
海外生産または製品使用に

おけるCO2削減量（万t / 年）

鉄鋼 175.1 

化学 63.5 

製紙 20.6 

非鉄金属 30.1 

電機 3470.0 

電機（エアコン） 3300.0 

電機（冷蔵庫） 170.0 

自動車 6000.0 
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図 1 販売台数の成長による追加排出削減量の推移 

 

４．今後の課題 
①生産及び製品使用におけるエネルギー効

率の国際比較の確立。及び、海外現地法

人の工場における技術レベルの明確化。 
②二酸化炭素排出削減量の厳密な算出方法

及び計測方法の確立。 
③二酸化炭素排出削減量と経済指標との考

察において、指標ごとに見るのでなく、

相互の関係を網羅的に行う。 
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